《 柏 市 中 小 企 業 融 資 資 金 一 覧 》　

	資　金　の　種　類
	融　資　対　象　等
	融資限度額

(申込者１人当たり)
	融資期間
	責任共有

制度
	保証料率
	融資利率
	返済方法
	連帯保証人
	担保

	事業資金
	運転資金
	中小企業者が，事業の経営上要する運転資金。

原材料，商品等仕入及び手形，買掛金決済等に必要な資金。ただし，納税赤字補てん資金，借換資金は含みません。　
	2,000万円以内
	６０月以内
	対象
	0.45～1.90％
	いずれも固定金利で

１年以内

年1.8％

１年超3年以内

年2.1％

3年超5年以内

年2.3％

5年超

10年以内

年2.5％

（ただし，利子補給制度あり）


	割賦払い又は一括払い

（据置期間は返済期間内で６月まで）


	個人の場合

　原則不要

法人の場合

　法人代表者以外原則不要
	必要に応じ

	
	設備資金
	中小企業者が，事業の経営上要する設備資金。

市内の店舗，工場等の新増築，改装及び機械購入，その他各種設備の購入資金。
	5,000万円以内
	１２０月以内


	
	
	
	
	
	

	小口事業資金
	運転資金
	国が定める小口零細企業保証制度の対象となる資金で，小規模企業者（常時使用する従業員の数が二十人（商業又はサービス業を主たる事業とする事業者については五人）以下の会社及び個人など）が，事業の経営上要する運転又は設備資金。
	1,250万円以内

(既存の保証協会の保証付き融資残高との合計)
	　６０月以内
	対象外
	0.50～2.20％
	
	
	
	

	
	設備資金
	
	
	１２０月以内
	
	
	
	
	
	

	公害防止施設
資　金
	設備資金
	中小企業者が，公害の発生，防除を図るため，必要な設備装置等を設置し，又は改善するための設備資金。
	3,000万円以内
	１２０月以内
	対象
	0.45～1.90％
	
	
	
	

	挑　戦　資　金
	運転資金
	中小企業者又は創業者が，次に掲げる場合に要する運転又は設備資金。
(1) 事業を継続しつつ経済環境等の変化に対応して事業の転換又は多角化を図るために市内で新たな事業を開始すること又は融資の申込みを行う日前１年未満の間に新たな事業を開始したこと。
(2) 従来従事していた，又は営んでいた事業に係る知識，経験等を活用した事業を開始すること。
(3) 法令に基づく資格のうち規則で定めるものを有し，当該資格に係る技能又は知識を活用した事業を開始すること。
(4) 公共職業能力開発施設(職業能力開発促進法(昭和44年法律第64号)第15条の6第1項各号に掲げる施設をいう。)における職業訓練その他市長が適当と認める研修を受け，当該職業訓練又は研修で習得した技能又は知識を活用した事業を開始すること。
	1,000万円以内
	６０月以内


	
	
	
	
	
	

	
	設備資金
	
	2,000万円以内
	１２０月以内


	
	
	
	
	
	

	創業支援資金
	運転資金
	中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第４条第１項に規定する創業等関連保証の対象となる資金で，次に掲げる場合に要する運転又は設備資金。

(1) 市内で新たな事業活動を開始するための具体的な計画を有する創業者が，当該事業を開始するために要する運転又は設備資金（個人の場合は，事業を営んでおらず，融資を受けようとする額以上の自己資金が必要。）。

(2) 新規中小企業者（創業後５年未満の個人（事業開始時に事業を営んでいなかったものに限る。）又は会社（事業開始時に事業を営んでいなかった個人により設立されたもの又は事業を継続しつつ，新たに設立したものに限る。））が，事業を行なうために要する運転又は設備資金。
	1,500万円

以内
	６０月以内
	対象外
	0.8％
	
	
	
	不要

	
	設備資金
	
	
	１２０月以内


	
	
	
	
	
	

	起業支援資金
	運転資金
	産業競争力強化法第115条第１項に規定する創業関連保証の対象となる資金で，次に掲げる場合に要する運転又は設備資金。

 市内で新たな事業活動を開始するための具体的な計画を有する支援創業者が，当該事業を開始するために要する運転又は設備資金。
	
	６０月以内
	
	
	
	
	
	

	
	設備資金
	
	
	１２０月以内
	
	
	
	
	
	

	大型店進出対策資　金
	運転資金
	中小企業者が，大規模小売店舗の進出に対応して経営を合理化，近代化し及び当該大型店へ入店するための運転又は設備資金。入店の場合，売場面積は150㎡以下であること。
	1,000万円以内
	６０月以内
	対象
	0.45～1.90％
	
	
	
	必要に応じ

	
	設備資金
	
	3,000万円以内
	1,000万円以内６０月以内

1,000万円超

１２０月以内
	
	
	
	
	
	

	工場移転資金
	設備資金
	中小企業者が，市内の住工混在地域に立地している中小企業の工場の生産性の効率化と併せて，生活環境保全を図るため本市内の工業地域又は工業専用地域内に，工場の全部を移転するための設備資金。
	5,000万円以内
	１２０月以内


	
	
	
	（据置期間は返済期間内で２４月まで）
	
	


